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明日24日 衆議院本会議で労働３法案趣旨説明（予定）
正式な日程は、明日１１時の議運で決まりますが、予定として５月24日に｢労働契約法案｣、残業代の割増率を引上げる｢労働基準法改正法案｣、｢最低賃金法改正法案｣が一括で衆議院本会議で趣旨説明がおこなわれる予定です。開催時間は１３時から１５時です。

明日は、民主党が対案を提出、自民党をのぞくすべての党が質問します。
傍聴を希望される方は事前に、１0時30分までに全労連の阿部まで連絡下さい。
○集合場所　衆議院議員面会所　　　　○集合時間　１２時45分

日本共産党の吉川春子議員の質問抜粋
５月１５日の厚生労働委員会で、吉川春子議員がパート労働者の賃金実態について質問しました。
パート労働者の七割は女性です。男性通常労働者との賃金の格差は大きいものがあり、一般労働者男性とパート労働者女性の一時間当たりの所定内給与額、年間給与その他特別給与額を平成元年と十八年で比較した場合に、男性を100として女性パートの賃金は女性は30％台、同じ1時間働いても男性労働者、一般労働者の賃金に比べてこんなに低いということは、女性差別であると同時に、やっぱり自立して生活をしていけない、人権問題だとも思います。加えて社会保険、福利厚生など、様々な差別が行われております。　　

政府は93年にパートタイム労働法を制定し、03年にパート指針を改定しましたけれども、それによっても全く影響を受けない、もう依然としてその格差は続いている状態にあります。1200万人のパート労働者がいて、そしてワーキングプアと言われるような年収に位置付けられている。

今回の法改正で、均等待遇を受けられるパート労働者は、0.8から1％程度しか対象にならないという、急速に進んだ労働の規制緩和、それで人件費の節約ということで、企業は大きなもうけを現在上げているわけです。政府は非正規雇用を激増させている大企業に対してもうちょっとはっきり物を言うことが必要です。そして、少なくとも95％は救えないというようなパート法が、果たしてそのパート労働者のたとえ均衡、バランスであっても、法としてその意味を持つものなのかどうか、私は重大な疑問を感ぜざるを得ません。

努力義務規定というものがいかに無力なものであるか、もうこれは大臣、ここ20年あるいは25年のパート法や雇用機会均等法などの中で私たちはもう知り尽くしています。雇用契約が有期なのか無期なのか、こういうことによって賃金の差を付ける根拠はどこにあるんですか。むしろ、均等待遇を排除する一つの要件にすぎないと思います。しかも、多くの労働者は自分の希望で有期契約を結んでいるわけじゃないんです。そういうことで賃金に差を設けていいなんていう理由は、非常に問題点であると思います。
今回、法改正によって均等待遇されるべき労働者をしないで放置した場合、それを怠った企業に制裁措置、放置した企業名は公表したらどうでしょう、私提案します。
パートであるということはもう即差別となっていので、時間が短いだけ、同じ1時間働けば同じ賃金がもらえるを目指して、パートの均等待遇に対して大臣として頑張っていただきたい。









